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1問 題 の 所 在
経済学 は環境 問題 を市場 の失敗 ととらえ,そ の解決法 として,ピ グー税を提
案 した。 しか し,ピ グー税 は実施 に必要 な情報 を入手す るのが困難であるため
に,そ もそ も実現不可能で ある とい う根本的 な批判を受けた。 この結果,議 論
の焦点は1970年代 に入 って最適汚染水準の達成か ら離れ,外 生的に与えられ た
環境 目標 を費用効率的 に達成す るにはどうすべ きか とい う問題 へ移っていった。
Baumol&Oates〔1971〕によ る価 格 ・基準 アプローチ1),Dales〔1968〕による
許可証制 度の議論 はいずれ もその ような試み として位 置づ ける ことがで きる。
そ こで所 与の環境 目標 を実現す るための政策手段 の選択 が問題 となる。一般
に経 済的手段 は費用効率性,情 報節約,技 術革新 へのイ ンセ ンテ ィ.ブの3点 で
直接 規制 よ りも優 れてい ると言われ ている%し か し,常 に経 済的手段 が直接
規制 に優 越す るわ けで はない。Weizman.〔1974〕によれば,損 害費用お よび汚.
染削減費用 に不確実性が存在す る場合には,価 格 規制 と量 的規制 のどちらを用
いるべ きか は,限 界損害費用関数 と限界 汚染削減費用関数 の相対的 な傾 きに依
存 す る。RobertsandSpence〔1976〕はさ らに,価 格規制.と量 的規制 を組み合
わせれば よ り望 ま しい結果が得 られ ることを示 した。 これ らの研究動向 は,政
策手段 の選択基準の明確化や,政 策手段 の組合せ による政策設計へ の試み を示
している と言 える。 しか し,こ れ らの研 究 も理論 モデルのみ に基づいていたの:


















排水課徴金が ドイツで導 入され た背景 には,水 質汚染が進む一方 で直接規制
が機能せず,政 府 の定 めた環境基準が一向 に達成で きないために新 しい政策手
段,つ ま り課徴金 制度導.入の必要性 に対す る認識が高 まった ことと,ド イツ政.
府が環境 政策上の原則で ある汚染者負担原則 を,課 徴金を用いて実行 してい く
とい う政策を打 ち出 したこ とが ある%
課徴金 は排 水の公共水域へ の排出 に対 して課され,公 共水域 に直接排水 を排








表1第3条 に封 ず る付 則A1項
番号 汚染物質群 1汚染単位に対応する値
1 COD 50kg
2 リ ン 3kg
3 窒素 25kg
4 有機ハロゲン化合物 2kg



















ス トや,水 質保全対策コス トなど,特定目的に限定される目的税である。.
2.ドイツ排水課徴金制度の理論 と実際 ー
ドイッの排水課徴金は,当 初ボーモル.・オーッ税 のモデルに基づいて構想さ
れ たに もか かわ らず51,現実に採用 され た制 度 はボーモ ル ・オー ッモデル とは
か な り乖離 した ものであ る。 この点で重要なのは以下 の2点 であ る。
第1は,こ の課徴金制度が直接規制 と密接 に結 びつい てい ることである。 こ














ら 81 82 排出量
基準(図]の の を守れ ば,課 徴金料 率が%に 減額 され る とい う点であ る。
...この とき,課 徴金料率 は図1の81で 屈 曲す る実線 で表 され,R,,R,,R;のよ
うな異 なる限界汚染削減費用関数 を有す る排出者が存在する場合,各 排 出者 間
の限界削減 費用 は料率'='*で均等化 されず,費 用 最小 化は達成 され ない。
第2は,課 徴金料率が政府の定めた環境 目標 を達 成す るには十分で ない,と
い うことであ る。当初の構想において,環 境 目標 を達成す るため に必要 な料率
は,汚 染単位当た り80マル クである とされたが,実 際 の料率 は12マルクであ っ
た。 また,1994年当時のある排水処理 施設で は,汚 染一単位当た りの限界汚染
削減費用が77.9マル クであるのに対 し,課 徴金料率 は60マルクであ った。 この
ことは課徴金料率が汚染削減 への十分 なイ ンセンチ～ブとはな りえな か った こ
とを示 して い るη。 これ に対 して政策当局は,排 水課徴金 の導 入以来,課 徴金
料率は徐 々に引 き上 げられ てきて お り,そ れ にともなって インセ ンテ ィブ効果
が高ま って きている と主張 してい る。 しか し,問 題は大半の排 出者が通常料率
ではな く,最 低 要求基準 を満 たした場合 に認め られ る割引料率 を適用 され てい








表2課 徴 金料 率 の推 移 (マル ク)
年 度 81 82 83 84 85 86-8889-90 91-92 93～96 97一
通常料率 12 18 24 30 36 40 40 50 60 70
割引料率 6 9 12 15 18 20 0-40 12.5 15 17.5
第2次 改正 第3次改正
ど上昇 してお らず,イ ンフ レの影響 を考慮す ると,.インセ ンテ ィブ効果 はむ し
ろ低...ドしている と見 られ る.つ ま り,政 策当局 は料率を環境 目標 を達成す るの
に十分な水 準.にまで 引 き上 げてきたか に見 えるが,実 際には割引料率 の適用 に
よ って,排 出者に急 激な経済負担 の増加 となるの を避けて きたのである。
IIIドイツ排水課徴金制度の経済分析
1.経済的手段が理論通りに実施されない理由
これまでの環境経 済理論 においては,暗 黙裏 に排 出許可証 制度のみ とか課徴
金のみ とか,単 一の政策手段で汚染制御 を行 うことが想定されて きた。 しか し,
現実の経済的手段 はたいてい何 らか の形で複数の政策手段 が ミックス して用 い.
られているのであ り,.個々 の政策手段が単独で,理 論の想定す るとお りの効果
を発揮 しているケースは見 当たらない。例 えば ドイツの排水課徴 金制 度 も上述
の ように課徴金 と直接規制 のポ リシー ミック.スとな ってい る。また,ア メ リカ





＼てい る排出者 に とっては,e,まで排 出量 を削減す れば割引料率の適用 を受け られ るので,ε1ま
.で排出を削減 するこ とで課徴 金支払い額 を節約 しようとする インセ ンテ ィブが働 く。これ に対 し,
瓦 の ような費用 曲線 を有 している排 出者 にとっては θ塵を越 えて汚染 を削減 して も,そ のことに
よる課徴 金節 約額よ りも削減 費用 のほうが大 きいので,そ の ような インセ ンテ ィブは働か ない。



























]の 排水課徴 金導.入の構想が明 らか にな った とき,ド イツ産業界はそれに反対 し,む しろ直接規制
による汚染制御 を主張 した 〔Hansmcyer[1976〕,S.86〕。
22.(436)..第157巻 第5・6号
2.ポリシーミックスとしての ドイツ排水課徴金分析




図2は,マ クロ レベ ルで の総 排出量がEと して外 生的 に決 め られ てい る中
で,異 なった政策手段の選択が資源配分に及ぼす効 果を比 較 した ものであ る。
ここで,直 接規制 とは,異 な る汚染削減費用 関数を有す る排 出.者に対 して等量
の排出.権が設定 され る政策を指す。 これをボーモル ・オーツ税 と比較 してみ る
と,ボ ーモル ・オー ツ税(料 率'='*)の下では直接規制 の下で よ りも,経 済
全体で △=CDEだ けの効率性改善 による純便益 が得 られ る。だだ し,個 々の
排出者 に対す る所得分配上の影響 は様 々で あ り,そ れぞれの排出者の有す る限
界汚染削減費用曲線 に依存す る。 図2の ケースで言 えば,直 接 規制 システムか
ら課徴金 セス テムへ の移行 は,排 出者 ∫に とって は □ABe,*e,(=□DEθノ*助
だ けの負担増加 とな るが,排 出者 ゴに とっては □CEe,*窃だけ負 担減少 となる
(両者 の差額が △ であ る)。
図2
8,εご ごf 0 ら り
① ボ ー モ ル ・オー ツ税 ♂+バ=E
② 直接 規 制 轟+ら=Eか つ 碍=爵
③ コ ン ビネ ー シ ョ ン.〆 十6}max=亙
〔出 所〕Gawe】(1991),S.92およ びS.100
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しか し,実 際 には毒性 物 質や 蓄積 性 汚染 物質 の場.合な ど,何 らか のエ コ
ロジー的に最低 限の規制 を個々の排 出源 に対 して設 けなければ な らない場合
が あ る。 この場 合の排 出基準 値 は図2の8∫=窃m旺 の ようにな り,そ れ に応
じて排 出者 ゴには最 大でe,=eiの排 出量が 割 り当て られ る。 この と き,費
用効 率性 によ る純 便益は純粋課徴金 政策の場合 と比べてFGEの.面積 だけ減少
する。
図2か ら明らか なように,こ の ようなエ コロジー的規制 の必要性が高 まるほ
ど,費 用効率性 による純便益 は縮小 してい く。エ コロジー的規制 と費用効率性
は ト.レー ド ・オフの関係 にあるが,こ れ は社 会的に望 ま しい と判断 された環境
水準 を維持 するために我 々が支払 うべ き対価であ ると考 え.て良いだ ろ う。
(2)所得分配に及ぼす影響 の比較
上述のよ うに,直 接 規制 に対 し,ボ ー モル ・オー ツ税は経 済全体 に とってよ
り大 きな経済効率性.ヒのメ リッ トを生む6し か し,所 得分配問題を考慮す る と
ど うな るか。 図2に お ける △ は費用効 率性 の改 善 に よる純 便益 であ り,T
=T;+乃(図2の 斜線 部)は 課徴 金 負担 額 で あ る。 も し,7=△ な らば,
排 出音 聞で分 配.Lの影響 に相違 はあ って も,経 済全体 では所得分配 中立 的で
ある。
しか し,排 出者 間の限界 汚染 削減費用の相違が よほ ど大 きくない限 り,T>
△ とな る。つ ま り,ポ ーモ ル.・オー ッ税 は,直 接 規制 に比 べて費用効率 的で
はあるが排 出者 によ り大 きな負担を課す ことになるので ある。 このため,ボ ー
モ ル ・オー ツ税 を理論通 りに実行す ることは困難になる。 そ;で 分配問題 を回
避 しつつ環境 目標 を達成で きるポ リシー ミックスが求め られる。 それが以.「の
料率格差 モデル と目的税 モデルであ る。
a>料 率格差 モデル
料 率格差モデル とは,最 低要求基準.(図3の の を超え る排 出削減に対 して
は料率 を割 り引 き,'=配(0〈 α〈1)とす るとす ることで所得分配問題 を緩和

























図3に 示す ように,こ のモデルで は限.界費用が均等化 され ないので費用最小 化
は達成 され ない。また,料 率 の割 引 によって排 出者の汚染 削減へ の イ ンセ ン
テ ィブは弱 まる。 なぜ な ら,料 率が'な らば,排1出者 ∫にとって ε壷林 まで 汚
染削減 を進 めるのが合理 的で あ るが,割 引料率 躍 の下で は,θゴ*まで しか 汚
染削減への イ7セ ンチ ィブは働か ないか らであ る。
b)目 的税 モデル
このモデ ルは,』1974年に環境 問題専 門家委 員会によって提案 された11}。委員
会によれ ば,課 徴金収入 を水質保全:]的に投 入す ることによって環境改善効果.
を強化 し,そ の分課徴 金料率 を引 ぎ下げ るこ.とがで きるとい う。 シ ミュ レー
シ ョン結果 によれば,目 的税モデルにおける料率40マルクは,課 徴金 のみ によ
るモデルの料率70マルクと同様 の.インセ ンテ ィブ効果 を発揮す るという。
このことの経済的意味を,図4を 用いて確認 したい。今,図4に おいて料率
'='。で 排 出者 ゴゴ の排 出量が 仏,8∫)=@,の で ある とす る。.また,直 接 規
制 によって排 出総量 は 互=θ珪 石∫で総量規制 されてい る。 ここで所 得分 配問題
緩和のため,料 率の引下げを行 うが,税 収 を補助金 と して再 び水質保全 目的 に









まず料 率 をt=toか ら'=t,へと引 き下 げ る。 これ に よって排 出者 ∫,ゴに
とって は □ABDCだ けの負担 減 とな る。 この下で の排 出量 は,価,θ∫);(θ∫*,
ず)で あ り,8i*+8メ*〉君 となって総量規制 は守 られ ない。再 び.(%8∫)=(碗
の を達 成 して総量規制 を守 るには,排 出者 ∫の場 合でいえば,追 加的 な汚染
削減費用 □CDe,*e;から課徴金節約分r牽*を差 し引 いた △CDF=S,にあ たる
金額 を補助金 と して税収 丁=T;+乃 か ら排 出者 ∫に対 して支 出す れば良い こ
とにな る。.以上のよ うな根拠で ドイツ排水課徴金の料率40マルクとその目的税
化が正当化されたのである。
3.料率引上げと排出基準の強化が及ぼす効果の相違
ドイツ連 邦政府は,1985年まで に ドイツ全土 において水 質基準Hを 達成す る
ことを政策 目標 として掲 げたが,政 策 当局 は,こ の 目的のために課徴 金の もつ
インセ ンテ ィブ効 果を年々急速 に高め てい く必要があ った。
課徴金制度導入当初の料率で ある12マルクは,政 府の環境 目標 を達 成す るに
は低す ぎる料率であ った。そこか ら漸進的 にインセンテ ィブ効果を高 めてい く.
ためには,課 徴金料 率を順次 引上 げてい くか,排 出基準 を漸進的に強化 してい
くかのいずれかの方法に依 らざるを得 ない。 これ まで,表 面的には この両 方の
や り方が取 られて きたよ うに見える。つ ま り,料 率 はユ2マルクか ら60マル クま
で一貫 して引 き上げ られて きたので ある。 しか し既 に述づた ように,ヒ 弄 した
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の は通常料率であ って,排 出者の大半 に該 当す る割引料率は導入当初か らほ と
ん ど変 化 していない。一方で,水 管理法 §7aに基づ く技術 水準 の見直 しが定
期的 に行われ,排 出基準 も順次強化 されて きだ2}。したが って,実 際 にば排 出
基準 の強化 のみ に頼 って イ ンセ ンテ ィブ効果 を高 めて きた のだ と言 える。
.偉 EwringmannやGawe】は,排 出基準 を固定 して料率 を上 げてい く方が経済効
率上望 ま しい と主張 しているが,な ぜ現実 にはそれが困難なのであろ うか。以
下では,こ の両手法 の もたらす効果 を,(1}一律料率の ケース,〔2)料率格差
モデルのケースに分 け,数 値例 に基づ いて検討す る。
(ユ}一律 料率のケース
図5に 示すよ うに,相 異 なる限界汚染削減費用 曲線を有す る2排 出者か ら成
る経済を考える。第1排 出者 および第2排 出者の限.界汚染削 減費用関数 を単純
化のため に線形化 し,そ れぞれ,C,=一1/2・召、+10,C2=一262+20とする。
81,82はそれぞれ排出者1,.排出者2の 排出量で ある。当初 のマ クロ レベ ルの
総排出量(E)は17.5で あ ったが,そ れ をE=10に まで削 減す るよ うな政策


























12)連邦璋境庁.メー ルホルン氏か らの ピア リンダによる。
ドイツ排水課徴金制度の縄済分析. .(441)27.
.(i)まず,ボ ーモ ル ・オー ッ税 によって費用効 率的 に 君=17.5が達 成 され
ている状態を出発点 とす る。 ここか ら,.の 排 出基準の強化,も しくは,.
β)課 徴金料 率の引 き上げ によって,Eニ10ま で排 出削減が行 われ る も
の とす る。
〔ii)α)亙=10を直接規制 によって達 成す るのだ か ら,排 出量 の割 り当て
は定義 によ り81ニ82=5(排出権 の等量割 り当で)と なる。
β)料 率引上げの ケー.スでは,61十82=10の制約 の下で,両 排出者の限
界費用 を均等化す るような料 率を探す 。
佃(.のお よび〔ii)のプロセ スを経て上図のよ うに数値が具体 的に分か った結果,
..それ を用いて資源配分上の効果,所 得分配に及ぼす影響 をみ る。
当初総排 出量 亙=17.5が達成 され てい ると きの料 率 はto=5であ る。 この.
ときの両 排出者 の排出量 は,図9よ り(2L,θ2)=(10,7,5)であ る。 さて,排
出基準 の強化 を行 った場合,定 義 によ り排出権は等量配分されるか ら,各 排出
者の排 出量 は,(召b.の;(5,5)とな って いる。他 方,料 率 の引 き上 げ によっ
て対処す るため に必要 な料率 は,一1/2・21+10=一2e,十2⑪かっ制約条件e,
十QE=10を解 くこ とによ り,'=8,その時の両排 出者の排 出量は(e,,e,)=(4,
6),となる。 この結果,
α〉 直接規制 による削減費用増加分=□ABCE+□KLRQ=50
β)料 率 引上 げによる削減費用増加分=□ABGF+□PMRQ=48.75
とな るか ら,.〔排 出基準 引上げ による削減 費用 増加〕〉 〔料率引上 げによる削 減
費用増加〕 となる。
従 って,あ る一定期 間内 に所与の環境 目標 を達成 しよ うとす る と.き,資源配
分 の観点 か らみれ ば,排 出基準の強化 よ りも料 率の引上 げで対応す るほ うが効.
率的であ る。料率 引上 げで対応す る場合 は,限 界費用均等化が維持 されてい る
のだか ら,こ れは当然 の結果で ある。






とな り,α)の ケ」スの ほうが税の節約額は大 きい。また,削 減費用 の変化分
を も合 わせ たネ ッ トの負担額の変化分は,
α)50-37.5=12.5.
β)48.75-7.5=41.25
とな り,β)の ケー スの方が排 出者の負担 は結局大 きくなる。 これは,料 率引
上 げにまる対応 を行 う場 合,汚 染 削減 を経 済全体 として費用効 率的 に行 えて も,
料率引.Lげによる税負担 の増 大が重 く,所 得分配上 は費用節約の効 果を打 ち消
してい ることを反映 している。逆 に,α)の ケースでは,基 準 は厳 しくな って
も.料率はそのままなので,税 節約 の効果が大 き く出てい る、,
〔2)料率 格差 モデルのケース
一律料率の場合 と同様,政策当局がインセンテ ィゾ 効果を高めていこう とす
る ときに料率引上 げ と排 出基準の引上げの どち らで対応す るのか,と い う問題
を今度 は現実 の ドイツ排水 課徴 金 をモデル化 した料率格差 モデルで考 える。
今,通 常料率が汚染単位当た り20マルク,・連邦政府 の設定 した最低要求基準
E。を満た した場合の割引料率が10マルクで ある とす る。 この ときの課 徴金料
率 の構 造 は図6のaefhで 示 され る。 さて,料 率引.ヒげを行 うケースで は通
常料率 を倍 の4⑪マ ルクに引 き一ヒげる。 それ に ともなって割引料率 も20マル クに
引 き..}=げられるか ら(α=o,5),料率構造 は図のbfgiへ と変化す る。排 出基
準強化 の場 合は,料 率 は不変で最低 要求基準がE。 か らE、 へ と強化 される。
この結 果,.料率構造 はacdhと なる。
(資源配分上 の効率性〉
図6を 見れ ば分か るよ うに,料 率引上げの ケー スでは全 ての排 出者 に汚染削
減へ の インセ ンテ ィブが与 えられ るのに対 し,排 出基準 の強化は既 に基準 を満
た してい るR,,Rz以外 の排 出者 には.何の効果 も及ぼさ.な.い。
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配分効 果を発揮 できる余地 は制度発足時点 において既 に限 られていた と言 えよ
う。結果 として,こ の課徴金 システムは上述の分析 における料率格差 モデルと
目的税モデルが 混合 した構造 を取 ることになった。 これはす なわ ち,直 接規制,






















13)ノ ル トラ イ ン ・ヴ ェ ス トフ ァー レ ン州 環 境 省 トロイ ナ ー ト氏 の意 見 。
14).Hoffma皿nandEwringma㎜〔1977〕を参 照.
15)ベ ル リ ン州 環 境 庁 次 官 ヴ ィ ッケ氏 か らの ヒ ア リ ング に よる 。
?
、 ドイツ排水課徴金制度の経済分析(445)31
もとで は困難であ6た とい う。 日本では直接規制が そのような役割 を担 った と
言 えるが,な ぜ ドイツではそれが不 可能だっ.たのか。 これ は,今 後 目独 にお け
る直接規制の比較研究を要する問題 である。
5.経済学における直接規制評価の再検討
以 ヒの分析は,経 済学がこれまで理論で想定 してきたような経済的手段のみ
による汚染制御が,極 めて困難なことを示 した。そうであるならば,環 境政策
における直接規制の役割を,経 済学の観点から再検討する必要があろう。
総量:規制Eを 実現する政策には純粋直接規制 と純粋課徴金政策を両極端 と
して図7の ようにさまざまなヴァリエーションが存在する。ボーモル ・オ.一ツ
税(①).は,もっとも費用効率的な政策であるのに対 して直接規制とは,個 々
の排出者に対 して排出権を完全に等量配分する政策(②)を 指す。③は,社 会















① ボ ー モ ル ・オ ー ツ税
② 直 接 規 制









andOates.〔1988〕お よびWeizman〔1974〕が証明 した よ うに,経 済 的手段 と
直接 規制のポ リシー ミックスを採用す るのが望 ましい。 ドイツの排水課徴金制
度は重金 属を課徴金の制御対象 に してい るので,ド イツの課徴 金制度が 費用効
率性 を多少犠牲 に して も,そ うした不確実性 に対 処 して直接規制 とのポ リシー
ミックスになっているのは,以 ヒの理由か ら合理的根拠 を もっているのであ る。
ただ し,窒 素 ・リンな ど蓄積汚 染の可能性 が ない物質の制御 で はボーモ ル ・
オーツ税 を適用す る条件が満たされている と言える。
IVド イツ排水課徴金分析から得 られる理論的教訓
ドイツ排水課徴金制度の経済分析から得られた結論は,経済的手段に関す る















第1に,税 ・課徴金,許 可証制度,補 助金などの政策手段が個々ばらばらに
分析され,ポ リシ「.ミウクスとして扱われることがなかった6言 い換えれば,


















.参 考 文 献
Baumo【,William].andOaセes,WalhceE."TheUseofStandardandPricesforthe
Protectionof山eEnvironment":&瀦読5ん.」:盈ひη.,(1971),73(ユ),pp.42-54.











Gawel,Erick;σ肥z副 ψo'並 々加Zgε 醒 ゴ∫ぬ 槻1'虚r祝 〃a8脚燃 α離(1991).
Hansmeyer,KarレHeinrich."DieAbwasserabgabea【sVersu面einerAnwendung
desVerursacherprinzips";OtmarIssing(Hag.),(励η漉`ゐθ 君m6億 襯8融rσ 加 ・
蜜ノ6'ちウo々"為(1976).
Hansm6yer,Karl-Heinrich,"Fallstudie:Finanzpo】itikimDienstedesGew5ssez・
schutzes";Ku,寸Schmidt(Hrsg.),0酔π〃ガ納 げFピηαη零8η 拠η6fび潮 脚8妙o薦'々 〃
(1989).
Hoffmann,V.andEwringmann,D.:4郡親 漉 醐8槻 漉 ∫/1うwa∬θ触 西g訪8η8858陀85α》
伽 耀 ∫ご珈oア砂 戯 朋ungand-ab画 論 ♂謝9加 σ配2㎜8ゐ 耀朗,Gememdenand4bwm・
5劇8ノ「う冴π漉 η 〔1977>.







岡 敏 弘 ・諸 富 徹:「 ド イ ツ 排 水 課 徴.金」,『経 済 セ ミ ナ ー 」 〔1995〕6月 号,92-98ペ ー
ジ,
?
?
?
??
???
?
?
?
?
